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委員会報告

要約：日本集中治療医学会ダイバーシティ委員会は，学会員の職域環境と学術活動の課題を
明らかにし，今後の委員会活動の方向性を検討する目的でアンケート調査を実施した。アン
ケートは学会員を対象にウェブで実施し，631名から回答を得た。ワークライフバランスを考
えて現在の働き方を変えることを求めていたのは全体の56％で，看護師に限ると79％であっ
た。性別の違いで働きにくさを感じた割合は，医師では女性，看護師では男性に多かった。
年代の違いで働きにくさを感じていたのは全体の40％だった。学術集会には参加しやすいと
する意見が多かったが，人員不足や開催場所・時期，子どもの預け先などの課題が挙げられた。
集中治療科専門医の未取得理由は論文不足が最多であった。ワークライフバランスの向上，
多様な人材活躍支援，学術集会のアクセシビリティ強化，および専門医取得の障壁低減に向
けた委員会活動の必要性が示唆された。
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はじめに

日本集中治療医学会ダイバーシティ委員会は2022
年4月に設置され，日本集中治療医学会の学会員（以下，
本学会員）のダイバーシティを反映した学会の制度設
計を行うとともに，多様性をもつ本学会員が集中治療
領域での学術活動や臨床業務を継続できる環境整備を
目指して活動を行ってきた。2023年には，本学会員の

多様性に関する調査を行った。その調査では，理事や
評議員で女性の割合が低いこと，集中治療科専門医取
得率も女性の方が低いことが明らかとなった1) 。また，
日本女性科学者の会の調査報告では，出産や育児が働
く女性の研究活動の支障になることや，学術集会への
参加を困難にすることなどが指摘されている2) 。女性
医師のキャリア形成に関する報告では，当直業務の負
担や育児との両立支援の必要性が論じられている3) 。
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また，集中治療部門における良好な多職種連携は，
死亡率低下などの患者予後を改善する可能性が示され
ているが4)〜6)，一方でメディカルスタッフは，多職種
連携におけるコミュニケーションの問題や職種固有の
課題に直面していることが報告されている7) 。今回
我々は，集中治療に携わるスタッフの職場での多様性
の現状や将来展望，学術集会の参画などにおける課題
を把握し，当委員会活動の今後の方向性を探る目的で
アンケート調査を実施した。

方　法

対象は本学会員とし，調査期間は2024年3月1日か
ら20日までとした。本調査は，学会の制度設計およ
び委員会活動の基礎資料とすることを目的として実施
したため，介入および施策の対象となる学会員に限定
した。調査票は当委員会において作成し，先行研究お
よび関連学会の調査内容を参考に原案を作成したうえ
で，委員会内での検討・修正を経て確定した。アンケー
トは調査開始日に会員向けメールマガジンで回答を依
頼するとともに，調査期間中に開催された第51回日
本集中治療医学会学術集会において広報を行った。設
問数は45項目で，Google Forms（Google LLC, USA）
を用いて作成し，すべての設問を必須回答項目として
設定した。アンケートは無記名で実施し，冒頭に調査
目的を明示するとともに，回答をもって研究参加への
同意が得られたものとみなす旨を記載した。個人や所
属組織が特定されないように十分配慮したうえで，各
設問について単純集計を行い，割合を算出した。

結　果

1. 背景
計631人［本学会員数11,238人（2023年9月時点）1)

の5.6%］から回答を得た。アンケート回答者背景を
Table 1に示す。性別は女性が29%で，職種別では医
師が21%，看護師が66%であった。年代は40代が最
多で，次いで30代が多かった。勤務先は市中病院が
57%で，大学病院（39%）より多かった。

2. 勤務状況とワークライフバランス（Fig. 1）
夜勤・当直回数は職種にかかわらず月0〜4回が多

かったが，職種間を比較すると看護師の夜勤・当直回
数が多い傾向にあった。また，医師・看護師の夜勤・
当直回数の男女比較では，月5回以上の夜勤・当直回
数は職種問わず男性の方が多かった（医師：男性
41%，女性28%，看護師：男性64%，女性47%）。

育児・介護休暇・有給休暇の取得については，全体

の60%が希望通りに取得可能である（全く／概ねその
通り）と回答した。希望通りに取得できない（全く／
概ね違う）（18%）と回答した理由としては，「人員不
足」が最多で，「休むと診療にしわ寄せがくる」「管理
者に理解がない」「希望に関係なく有給消費される」「同
僚への配慮」「取れる雰囲気ではない」「産休育休者が
優先される」「男性育休や介護休暇の認知度が低い」「管
理職であり休みにくい」との意見があった。男女別で
は，「休暇を希望通りに取りやすい」との回答は男性で
やや多い傾向にあった（全体：男性63%，女性55%）。
一方，職種別に検討すると傾向は異なり，医師では女
性の方が高く（男性61%，女性65%），看護師では男性
の方が高かった（男性56%，女性43%）。

タスク・シフト／シェアが進み業務内容が改善した
（全く／概ねその通り）と回答したのは全体の19%で
あった。医師と医師以外で評価に差があり，医師以外
でタスク・シフト／シェアによる業務内容改善の評価
が低く（全く／概ね違う：56%），その理由として「専
門看護師などの特定のスタッフに負担が集中してい
る」などが挙げられた。

ワークライフバランスを考えて現在の働き方を変え
たい（全く／概ねその通り）と回答したのは全体の
56%で，看護師では79%と特に高い結果であった。そ
の理由は，「仕事の負担が大きい」とする回答が全体の
46%を占めた。

集中治療に関わる臨床業務について，全体の84%が
今後も継続したい（全く／概ねその通り）と回答した。
継続したいと思わない（全く／概ね違う）と回答した
割合は全体の3%であり，理由は「人員不足などの問題
があり，持続可能性に疑問を感じる」「他の分野にも
魅力を感じる」「体力的な問題」などが挙げられた。

3. 職場における働きやすさ（Fig. 2）
性別で働きにくさを感じたことがある（全く／概ね

その通り）と回答したのは，全体の24%であった。職
種別では，各職種の少数派の性の人で働きにくさを感
じる割合が多い結果であった（医師：男性16%，女性
45%； 看護師：男性44%，女性22%）。性別で働きに
くさを感じる理由として，女性からは「家事育児の負
担が女性に多い」「男性の意見の方が通りやすい」，中
でも女性医師からは「女性の管理職が少ない，昇進が
遅い」などの意見が，男性からは「子どもがいる女性の
業務量が軽減されており，男性に負担がある」「男性
育休や介護休暇への理解が進んでいない」「看護職は
女性中心の職場文化があり，心理的・社会的な制約が
ある」といった意見があった。働きにくさを感じない
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理由として，「職場の制度が整っている」「性別での特
性があり，違いがあって当然」などの意見があった。

回答者自身とは異なる世代の医療従事者と働くこと
について，働きにくさを感じる（全く／概ねその通り）
と回答した割合は全体の40%であった。年代別では，
若年者ほど働きにくさを感じる傾向が認められた。働
きにくさを感じる理由としては，「価値観や常識が異
なる」「仕事内容に偏りがある」「家庭を持つスタッフ
の勤務希望が優先される」などが挙げられた。

家庭の事情などで仕事を制限している人とともに働
くことに働きにくさを感じる（全く／概ねその通り）
とする回答は全体の31%で，看護師に多い傾向があっ
た。性別で比較すると，職種にかかわらず女性で働き
にくさを感じる割合が多く，女性看護師では54%と過
半数を超えていた。年代別では，30代が最も働きにく
さを感じる傾向があった。

4. 本学会における多職種参画の動機と要望（Fig. 3）
学会に所属する理由としては，医師会員では「資格

や専門医取得のため」が最多（74％）であり，医師以外
の会員では「最新の知見やスキルを得るため」が最多

（91%）であった。学会に求めることとして，医師・医
師以外の会員ともに「セミナーや学術集会のオンライ
ン配信」「日本集中治療医学会認定資格取得の利点の
明示」「年会費や学術集会参加費の減額」が多かった。

5. 学術集会への参加について（Fig. 4）
学術集会に参加する理由は，医師や医師以外の回答

者とも，「最新の知見やスキルを得るため」が最多で
あった。学術集会には参加しやすい（全く／概ねその
通り）と回答したのが，全体の59%であった。参加し
にくい（概ね／全く違う）とする理由には，人員不足，
開催日時（平日，年末の異動が多い月），開催場所，子
どもの預け先などが挙げられた。

Table 1　アンケート回答者背景

全体
（n＝631）

医師
［n＝445（70%）］

看護師
［n＝116（18%）］

その他＊

［n＝70（12%）］

性別

　男性 444（70.4%） 349（78.4%） 39（33.6%） 56（80.0%）
　女性 185（29.3%） 94（21.1%） 77（66.4%） 14（20.0%）
　回答しない 2（0.3%） 2（0.4%） 0（0.0%） 0（0.0%）

年齢
　20代 17（2.7%） 8（1.8%） 6（5.2%） 3（4.3%）
　30代 158（25.0%） 110（24.7%） 24（20.7%） 23（32.9%）
　40代 240（38.0%） 161（36.2%） 52（44.8%） 28（40.0%）
　50代 144（22.8%） 97（21.8%） 33（28.4%） 14（20.0%）
　60代以上 72（11.4%） 69（15.5%） 1（0.9%） 2（2.9%）

配偶者
　有 506（80.2%） 381（85.6%） 70（60.3%） 55（78.6%）
　無 120（19.0%） 61（13.7%） 45（38.8%） 14（20.0%）
　回答しない 5（0.8%） 3（0.7%） 1（0.9%） 1（1.4%）

子ども
　有 458（72.6%） 342（76.9%） 62（53.4%） 54（77.1%）
　無 170（26.9%） 102（22.9%） 53（45.7%） 15（21.4%）
　回答しない 3（0.5%） 1（0.2%） 1（0.9%） 1（1.4%）

勤務先
　大学病院 247（39.1%） 174（39.1%） 41（35.3%） 31（44.3%）
　市中病院 357（56.6%） 257（57.8%） 65（56.0%） 35（50.5%）
　診療所・クリニック 5（0.8%） 5（1.1%） 0（0.0%） 0（0.0%）
　その他 22（3.5%） 9（2.0%） 10（8.6%） 4（5.7%）

＊その他には，理学療法士26名（4%），作業療法士2名（0.3%），臨床工学技士27名（4%），管理栄養士6名（1%），薬剤師8名（1%）， 
不明1名（0.2%）を含む。
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Fig. 1　勤務状況とワークライフバランス
b-2を除く各項目については，選択式質問の回答結果を全体および職種別に比較した。b-2については，性別で層別化して解析した。

a）夜勤または当直回数

全体

医師

看護師

その他

0%

0～ 4回 /月　　　5～ 8回 /月  　　9回以上 /月

20% 40% 60% 80% 100%

b-1）育児・介護休暇・有給休暇が希望通りに
取得できるか（職種別）

全体

医師

看護師

その他

0%

全くその通り　 　　　　　　　概ねその通り
どちらともいえない　 　　　　概ね違う
全く違う

20% 40% 60% 80% 100%

e）働き方を変えたい理由

全体
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看護師

その他
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仕事の負担が大きい　 　　　　家事の負担が大きい
現状に満足している　 　　　　その他

20% 40% 60% 80% 100%

d）ワークライフバランスを考えて現在の働き方を
変えたいか
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c）タスク・シフト／シェアが進み業務内容が改善したか
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f）集中治療に関わる臨床業務を今後も継続していきたいか　
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看護師

その他

0%

全くその通り　 　　　　　　　概ねその通り
どちらともいえない　 　　　　概ね違う
全く違う

20% 40% 60% 80% 100%

b-2）育児・介護休暇・有給休暇が希望通りに
取得できるか（性別）

男性

女性

0%

全くその通り　　　　 　　　　概ねその通り
どちらともいえない　 　　　　概ね違う
全く違う

20% 40% 60% 80% 100%
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Fig. 2　職場における働きやすさ
a，b，cの各項目（性別の異なる人，年代の異なる人，働き方に制限がある人）について，職場での働きにくさを感じるかを5段階評価
で質問した。a，b-1，c-1は職種別，b-2とc-3は年齢別，c-2は性別に層別化した。

a）性別で働きにくさを感じたことがあるか（職種別）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

b-1）年代の違いで働きにくさを感じたことがあるか
（職種別）
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c-2）家庭の事情などで仕事を制限している人とともに
働くことに働きにくさを感じるか（性別）
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b-2）年代の違いで働きにくさを感じたことがあるか
（年代別）
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c-1）家庭の事情などで仕事を制限している人とともに
働くことに働きにくさを感じるか（職種別）
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どちらともいえない　 　　　　概ね違う
全く違う

c-3）家庭の事情などで仕事を制限している人とともに
働くことに働きにくさを感じるか（年代別）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全くその通り　 　　　　　　　概ねその通り
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Fig. 3　本学会における多職種参画の動機と要望
学会員を継続している理由（a），学会に求めること（b）について，選択式で質問した（複数選択可）。bの「日本集中治療医学会認定資格
取得による利点の明示」の設問において，「その他」の職種は本学会認定制度を有する理学療法士，臨床工学技士，薬剤師とした。

Fig. 4　学術集会への参加について
本学会の年次学術集会参加理由を，選択式（複数選択可）で質問し，職種別に示した（a）。学術集会への参加しやすさを5段階評価で 
質問し，全体および職種別に示した（b）。

資格や専門医取得のため

最新の知見やスキルを得るため

集中治療部門に配属されているため

学術集会での発表のため

他職種の研究内容を知るため

学会誌を購読するため

a）学会員を継続している理由（複数選択可）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師　　　　   看護師　　　　   その他

学術集会のオンライン配信

日本集中治療医学会認定資格取得による利点の明示

セミナーのオンライン配信の充実

学術集会参加費の減額

年会費の減額

ダイバーシティの推進

現状の活動に満足している

b）学会に何を求めるか（複数選択可）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師　　　　   看護師　　　　   その他

最新の知見やスキルを得るため

資格や専門医取得のため

学術集会での発表のため

他施設に所属する人との交流のため

他の職種の研究内容を知るため

a）学術集会に参加する理由は何か（複数選択可）

b）学術集会に参加しやすいか

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医師　　　　   看護師　　　　   その他

全体

医師

看護師

その他

0%

全くその通り 概ねその通り
どちらともいえない 概ね違う
全く違う

20% 40% 60% 80% 100%



－7－

学会員の多様性と働き方

6. 集中治療科専門医資格について（Fig. 5）
医師回答者の72%が集中治療科専門医を取得して

いた。専門医未取得理由は，全体では論文不足が最多
（46%）であった。一方で，「資格取得の意思がない」，
「専門医研修施設ではない」もそれぞれ20%を占めた。

考　察

1. 勤務状況とワークライフバランス
集中治療に関わる業務には，全体の84%が継続して

関わりたいと回答しており，集中治療領域での働きが
いや満足度が比較的高いことが推察された。一方で，
全体の過半数がワークライフバランスを変えたいと回
答していた。2018年度に本学会員に行われたアンケー
ト調査8)では，「仕事と家庭のバランスの理想は同程
度」が70%を占めたが，現実には仕事を優先している
とする回答が74%であったとしており，仕事と家庭へ
の時間や労力の配分を見直す必要性が示唆される。

特に看護師では，約8割がワークライフバランスを
変えることを望んでおり，その理由として半数が仕事
の負担の大きさを挙げていた。長時間の夜勤は慢性疲
労や感情障害，循環器疾患など，心身に与える有害性
があるといわれている。日本医療労働組合連合会によ
る夜勤実態調査（2024年）によると，看護師確保法・

基本指針に抵触する「月9日以上（2交替制では月4.5
日以上）」の夜勤は，ICUやCCUなどでは3交替制で
40%（全体平均27%），2交替制では58%（全体平均
39%）と突出していることが報告されている9) 。この
ように，重篤・重症の急性期患者を看護するICUにお
ける夜間労働が，量・質ともに過大な負担となってい
ることが原因の一つと推察される。

休暇取得については6割が「希望通りに取得可能」と
回答した一方で，約2割は「希望通りに取得できない」
と回答した。その理由としては，人員不足や業務負担，
職場風土が挙げられており，制度の有無だけでなく職
場環境が休暇取得に影響している可能性が示唆され
た。また，男女別では男性の方がやや取得しやすい傾
向がみられたが，職種別では医師と看護師で傾向が異
なっており，職種ごとの勤務体制や職場環境の違いが
影響している可能性が考えられる。

タスク・シフト／シェアによって業務内容が改善し
たとする意見は全体の19%に留まり，特に医師以外で
業務内容が改善していないとする意見が多かった。医
師のタスク・シフト／シェアに重要な役割を担う診療
看護師や特定看護師の数はいまだに不足しており，業
務負担の増加につながっている可能性がある10) 。ま
た，医師から他職種にタスク・シフト／シェアがされ

Fig. 5　集中治療科専門医資格について
集中治療科専門医資格の取得有無について，全体および性別に層別化した結果を示した（a）。資格の未取得理由については，選択式（複
数選択可）で質問し，医師回答者全体および性別で示した（b）。

a）集中治療科専門医資格の有無

全体

男性

女性

0%

あり　　　　　なし

20% 40% 60% 80% 100%

論文不足

経験年数不足

資格取得の意思がない

専門医研修施設ではない

症例数不足

基盤となる専門医資格を未取得

その他

b）集中治療科専門医未取得の理由（複数選択可）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体   　　　　男性   　　　女性
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る場合，実施する行為が業務範囲か否かの理解や周知
が必要である10) 。教育や研修の機会の充実，法や制度
の理解と普及，責任の所在の明確化などによって10)，
タスク・シフト／シェアされる側の不安・負担・不
満11)への対策が必要である。

2. 職場における働きやすさ
医師，看護師ともに，職場内で少数派に属する性別

では働きにくさを感じる傾向があり，社会的マイノリ
ティとして共通の困難を抱えていた。女性医師からは
特に「女性管理職の少なさ，昇進の遅れ」が指摘され
た。日本集中治療医学会においても，女性評議員は全
体の10%，理事は0%に留まり，会員に占める女性医
師の割合（20%）と比較しても，管理的・指導的立場へ
の女性の進出は限定的である1) 。女性管理職の増加し
にくい要因としては，職場における性別に基づく職務
分離（性別によって割り当てられる業務内容の差異）
および女性自身の昇進意欲に関する差異が指摘されて
いる12) 。集中治療の業務を続けやすい職場環境づく
りへ向けての学会としてのサポート体制の充実，管理
者への研修などを進めていくことが望まれる。
「家事・育児の負担が女性に多い」という課題につ

いて，2021年度の日本の共働き世帯における女性の
家事割合は男性の4倍以上であるとされており13)，医
療職においてもこの傾向は例外ではない。海外におい
てさえも女性医師は男性医師に比べ，家事に費やす時
間が多い状況が報告されている14) 。家事・育児は女
性の役割というアンコンシャス・バイアスが，女性の
就労時間やキャリア形成に影響することは想像に難く
なく，こうした現状への理解と環境改善が望まれる。
「男性育休取得の理解が進んでいない」という課題

について，本邦における男性育休の取得率は2%（2015
年）から40.5%（2024年）へと大幅に上昇しており，医
療・福祉領域では49.7%と他産業を上回る高い水準を
示している15) 。

一方で，集中治療部門における男性育休の取得率は
明らかではないが，今回，「人員不足」「同僚への遠慮」

「休暇を取りにくい雰囲気がある」などの理由によっ
て取得が困難であるという意見が挙げられた。男性育
休の障壁として，①本人の意志（収入の問題，キャリ
ア中断への懸念），②制度，③職場の雰囲気や上司の理
解，の3要素が知られており16)，従業員規模が大きい
企業ほど，男性育休を積極的に推進する傾向があると
の報告もある16) 。これらの観点から，人材確保は重
要な課題である。

年代の違いで働きにくさを感じる割合は性別や働き

方の違いより高く，ダイバーシティ推進において世代
間ギャップに対する対応も重要であることが示唆され
た。世代間ギャップには，「年齢」といった表層的ダイ
バーシティに加えて，知識や価値観といった深層的ダ
イバーシティの2つの側面が含まれる17) 。小泉の報
告によると，知識については，年長者の経験に培われ
た知識と若年者の最新の技術的知識を共有・補完する
ことで，組織にポジティブな影響をもたらす可能性が
あるとされる18) 。一方，価値観については，時代背景
や社会の影響を受けて家族や経験などで変化していく
ため共有することは難しく，時に組織にネガティブな
影響を与える可能性が指摘されている18) 。構成員の
年齢が多様であるほど，価値観の違いよりも知識面で
のポジティブな影響が大きいとされている18) 。これ
らの影響を理解したうえで，多様な年代を雇用し組織
力を上げていくことが重要と考えられる。

3. 本学会における多職種参画の動機と要望
学会に所属する理由は，医師会員では「資格や専門

医取得のため」が最多であったのに対し，メディカル
スタッフでは「最新のスキルや知識を得るため」が最
多であった。このような要望に応えるには，セミナー
内容の充実を図るとともに，セミナーや学術集会のオ
ンライン配信は解決策となり得る可能性がある。

学会に求めることとして，理学療法士，臨床工学技
士，薬剤師の過半数が「本学会の認定資格を取得する
ことの利点の提示」を挙げていた。現在，施設認定や
集中治療加算の取得要件として必要とされている本学
会認定資格は看護師のみである。医師以外の職種は集
中治療に関わり続けたいと考えても，個人の意思と関
係なく部署移動が生じ得る。看護師以外の職種におい
ても本学会の認定資格が施設認定や加算要件などの組
織の利益と連動することができれば，有資格者が集中
治療に関わり続けられる環境づくりにつながる可能性
がある。

4. 学術集会への参加について
「学術集会へ参加しやすい」と答えた割合が過半数

を超えた一方，参加への障壁として人手不足，参加費，
開催時期や開催場所，託児に関する問題など，幅広い
問題点が挙げられていた。先に述べた学術集会のオン
ライン配信の拡大は，学会参加への障壁への解決策と
しても有効であると考える。また，子育て世代の学術
集会参加を推進していくため，本学会では2024年の
中国・四国支部学術集会で初めての子連れ参加の試験
運用を行った。その際に実施したアンケート調査では，
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参加者からは好意的な反応が多かった一方で，学会規
模や会場のレイアウト，費用面などの課題も明らかに
なった19) 。引き続き子連れ世代の学術集会参加を推
進するための取り組みが求められる。

5. 集中治療科専門医資格について
本調査では専門医取得者の割合が多かったが，専門

医未取得の理由として「論文不足」が最多であった。
近年の学術集会でよく取り上げられている論文の書き
方に関するセッションに加え，論文執筆初心者に向け
た「論文執筆の手引き」の作成や，近年普及した生成人
工知能の適切な利用方法の教育20)なども，課題解決に
有用である可能性がある。
「専門医研修施設ではない」「経験年数不足」「症例

数不足」の問題については，集中治療専門医研修施設
の都道府県格差が影響している可能性もある21) 。ま
た，集中治療科専門医資格要件としての経験年数や症
例数の不足は，出産・育児・介護などのライフイベン
トに起因する問題と関連している可能性がある。新た
に開始された日本専門医機構認定の集中治療専門医制
度はカリキュラム制を敷いており，カリキュラム制は
出産・育児・介護などのライフイベントに適応しやす
い制度であるといえる22) 。本制度によって家庭と両
立しながら専門医を取得する医師が増加することが期
待される。

本調査の限界

回答者の職種および男女比率は本学会員構成と概ね
一致していたが，回答率は5.6%と低値であった。年
代別では40代，次いで30代が多く，専門医取得者は
72%を占めた（2023年の集中治療科専門医取得割合は
医師会員の32%1)）。これらのことから，本調査結果は，
子育てとキャリアパスの両立に問題意識が高い学会員
からの意見を相対的に強く反映している可能性があ
り，選択バイアスの影響を考慮する必要がある。さら
に，本調査は学会員を対象とした調査であり，非会員
を含む集中治療従事者全体への一般化には慎重な解釈
が求められる。また，本調査は無記名で実施しており，
重複回答を防止・検証する措置を講じていないため，
同一人物による複数回答の可能性を否定できない。

結　語

学会員を対象に，職場での多様性の現状や将来展望，
学術集会の参画状況などについてのアンケート調査を
行った。その結果，過重な業務負担，社会的マイノリ
ティの働きにくさ，根強い性別役割分担意識，および

学術集会への参加や専門医取得の障壁など，様々な問
題点が明らかになった。今後，当委員会では，ワーク
ライフバランスの向上，多様な人材活躍支援，学術集
会のアクセシビリティ強化，および専門医取得の障壁
低減などに向けた活動を進めていきたい。

本論文の要旨は第52回日本集中治療医学会学術集会
（2025年，福岡）で発表した。

本稿のすべての著者には規定されたCOIはない。
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